
「はぐくみ支え合うまち・京都ほほえみプラン」にに掲げる施策の平成３０年度の取組について

具体事業一覧

No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

ほほえみ交流活
動支援事業

当事者団体等が主体となって実施する児童・生徒との 交流事業
への支援を行う。

1

障害者差別解消
推進事業

市民や企業等に対する障害者差別解消法啓発講座を開催すると
ともに，啓発リーフレットを活用した周知啓発を一層進める。

2

障害保健福祉の
しおりの発行

障害保健福祉のしおりを20,000部発行し，各区役所支所等で配
布する。
障害に関するシンボルマークを記載し，普及に努める。

3

京都市社会参加
推進センター

障害者週間（12月3日～同月9日）にあわせて，市内11箇所（11
区）において，啓発用のティッシュ（5,500個）の配布と市民への声
掛けを，障害者団体，社会福祉協議会の協力を得て実施する。

4

障害者社会参加
促進事業

障害のあるなしに関わらず市民が参加できるイベント（ほほえみ
広場2018）を平成30年10月20日に開催する。

5

市民・企業啓発
事業

京都障害者ワークフェア（平成30年9月7日開催）をはじめとする，
障害のある市民の雇用促進に関する啓発に取り組む。

6

京都社会福祉問
題啓発事業

市主催講座の開催や，他機関実施講座の広報を行い，障害のあ
る方の雇用及び障害のある方に対する市民や企業の理解を促進
する。

7

学校における人
権教育

各校園の人権教育の指針である「《学校における》人権教育をす
すめるにあたって」に基づき人権学習を実施し，障害についての
理解や認識を深め，互いの人権を尊重し合いながら共に成長し
合える態度を育むことを推進する。

8

現プランにおける施策

1

市民等に
対する啓
発・広報
活動の推
進

「社会モデル」による障害者の定義や，「合理的配
慮」の必要性などをはじめ，障害や障害のある人へ
の正しい理解と認識を深め，障害のある人もない人
も，お互いの人格と個性を尊重し合う共生社会の実
現を目指します。

お互いに
認め合い
支え合って
暮らすまち
づくり

啓発

３０年度事業予定

資料４

1



No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

福祉ボランティア
センター管理運
営，
区ボランティアセ
ンター運営補助
金

市域の福祉ボランティア活動を総合的に支援するセンターとし
て，各区ボランティアセンターと連携。ボランティア団体や当事者
団体，社会福祉施設，企業，大学関係団体等とのつながりを深め
ることで，ボランティア活動の活性化や人員育成等を進める。

9

障害者差別解消
推進事業

市民や企業等に対する障害者差別解消法啓発講座を開催すると
ともに，啓発リーフレットを活用した周知啓発を一層進める。

10

障害者就労支援
プロモート事業

障害者雇用企業見学会等の実施により，障害のある人の雇用の
促進に向け，関係機関と連携し，啓発に取り組む。

11

精神保健福祉ボ
ランティア連絡協
議会運営

シルバーリボンキャンペーンの実施や，ボランティア連絡協議会
通信を発行する。

12

基幹相談支援セ
ンター運営事業

・地域生活支援センターのうち市内５圏域に１箇所ずつ設置して
いる基幹相談支援センターが，全市を範囲として，相談支援専門
員等に対するスキルアップ研修を年間計５回実施する。
・圏域を範囲として，各基幹相談支援センターが相談支援専門員
等に対する研修を実施する。

13

啓発

お互いに
認め合い

支え合って
暮らすまち

づくり

2

障害福祉
を支える
担い手等
に対する
啓発の推

進

　障害福祉サービスの提供事業者等に対して，障害
理解や権利擁護についての啓発を目的とし，全市向
け・圏域ごとの研修を実施するほか，企業等に対し
て，障害のある人の雇用の促進に向け，京都府や京
都労働局と協力し，啓発活動に取り組みます。
　また，企業や団体等に対しても，１と同様に障害や
障害のある人への正しい理解と認識を深めるための
啓発に取り組みます。

2



No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

障害者差別解消
推進事業

・障害を理由とする差別に関する相談の対応事例等を全庁に
フィードバックするなど，差別の解消に向けた取組を推進する。
・当事者団体・家族団体等で構成される障害者差別解消支援地
域協議会（京都市障害者自立支援協議会権利擁護部会）を年３
回開催し，障害を理由とする差別に関する相談及び当該相談に
係る事例を踏まえた取組について，情報交換や協議を行う。

14

職員研修の実施

平成３０年度は，本市職員への研修として次の研修に取り組む。
①新規採用職員研修
 　「ユニバーサルデザイン」及び「障害福祉」
　 「福祉施設体験研修」市内の高齢者・障がい者福祉施設等（48
施設）
②手話講座
　聴覚障害者とのコミュニケーションを習得するとともに，障害へ
の理解を深める。
③人権月間講座
④ ワンポイント手話講座
　聴覚障害者の基礎知識を理解し，あいさつなどのすぐに使える
表現を習得する。

15

講座，研修講師
派遣の実施

・人権啓発講座の一環として，市内に所在する各企業等におい
て，障害や障害者差別解消法に対する理解を深めるために，講
座を開催する。
・障害を理由とする差別の解消の推進として，京都市政出前トー
ク等により講師派遣を行い，差別解消法の普及・啓発に取り組
む。

16

啓発

障害を理
由とする
差別の解
消に向け
た取組の
推進

3

お互いに
認め合い
支え合って
暮らすまち
づくり

　身体障害者，知的障害者，精神障害者の方だけで
なく，難病患者等も含め，障害や社会的障壁によっ
て，日常生活や社会生活に相当な制限を受け，生き
づらさを抱えるすべての方を対象として，あらゆる差
別の解消に向けた取組を積極的に展開していきま
す。
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No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

障害者地域生活
支援センター運
営

市内５圏域に各３箇所ずつ設置した地域生活支援センターが，３
障害いずれの相談にも応じるセンターとして，保健福祉センターと
連携して，地域の身近な相談機関として幅広いニーズに対する相
談支援を実施する。

17

基幹相談支援セ
ンター運営事業

・地域生活支援センターのうち市内５圏域に１箇所ずつ設置して
いる基幹相談支援センターが，全市を範囲として，相談支援専門
員等に対するスキルアップ研修を年間計５回実施する。
・圏域を範囲として，各基幹相談支援センターが相談支援専門員
等に対する研修を実施する。

18

京都府が実施す
る相談支援専門
員養成研修の事
業所等への周
知・受講勧奨

京都府相談支援従事者研修に協力し，市内事業所に周知を図
る。

19

障害者相談員設
置事業

身体・知的・精神の３障害対応の障害者相談員が，同じ背景を持
つ立場で相談支援を要する障害のある人やその家族等からの生
活上の相談に応じることにより，福祉の増進を図る。また，更なる
相談員の活性化を図る。

20

発達障害者支援
連携協議会運営

各関係機関の強固な連携体制の確保と施策の検討を目的として
庁内連携の強化を図り，全庁横断的な取組を進めていく。

21

自立支援協議会
の運営

【地域協議会】
・個別支援機能，地域支援機能を果たしながら，市協議会との連
携を図っていく。また，それぞれの課題に合わせた法律職等の専
門家をアドバイザーとして派遣する制度の活用を促し，課題解決
に向けた取組を支援する。
・支援会議や全体会議，懇談会の開催を通じて，地域のサービス
提供事業所同士のネットワークの構築を図っていく。

【市協議会】
・各専門部会，地域協議会の活動をフィードバックしながら年３回
開催し，協議会活動全体の活性化を図る。専門部会については，
必要に応じて開催していく。

22

4

お互いに
認め合い
支え合って
暮らすまち
づくり

相談支援
相談支援
体制の充
実

　障害のある人の様々な相談ニーズに応じ，円滑か
つ適切な福祉サービスの利用につながるよう，地域
の身近な窓口である保健福祉センター，障害者地域
生活支援センターにおいて，障害のある人本人の意
思を尊重したきめ細かな相談支援の提供に努めると
ともに，計画相談支援を提供する事業所の設置促進
と相談支援従事者に対する研修の実施等による質
の向上を図り，相談機能を充実させていきます。
　複合的な課題等，一つの施策や制度，機関だけで
対応することが困難なものへの効果的な支援が行え
るよう，「障害者地域自立支援協議会」においてネッ
トワークを構築し，相互の連携と情報共有による相
談支援を行う体制を整備します。
　また，ピアカウンセラーである障害者相談員や発達
相談員の相談支援により，相談支援の活動の充実
を図ります。
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No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

地域リハビリテー
ション推進セン
ター

身体に障害のある市民に係る専門的な相談・判定のほか，から
だの動きに障害のある市民を地域で支えている障害福祉サービ
ス事業所等を支援するとともに，高次脳機能障害のある市民に係
る専門相談窓口における相談対応を実施するなど，障害のある
市民の方が，地域社会の中でその人らしく，いきいきと暮らすこと
のできる社会づくりを進めていく。

23

こころの健康増
進センターの管
理運営（精神保
健福祉センター
事業）

・こころの健康についての相談や援助，精神障害のある方の社会
参加の促進を行う。
・思春期精神保健，アルコール関連問題等の特定相談事業を実
施する。
・犯罪被害者支援，震災等災害被災者支援相談を実施する。

24

発達障害者支援
センターかがやき
の運営

・京都市発達障害者支援センター「かがやき」において，相談支
援，就労支援，発達支援，普及啓発及び研修の４の柱から事業
を展開する。
・４月２日　世界自閉症啓発デーの京都タワーライトアップ事業に
参画した。
・９月２５日　西京極スタジアムでの京都サンガ自閉症啓発事業
に参画する。
・相談支援においては，関係機関からの困難ケースやかがやきで
しか実施できない特性評価に重点を置く。（平成２９年度相談支
援件数：９２６人）
・発達相談員周知チラシを交付し，発達障害に対する啓発活動実
施する。

25

【新規】
３施設一体化整
備事業

地域リハビリテーション推進センター，こころの健康増進センター
及び児童福祉センターにおける各施設の一層の機能充実，各施
設の連携強化による相乗効果の発揮，専門的中核機関として全
市的な相談支援体制の充実，効率的な整備の実施などを目的と
して，３施設一体化整備を行う。

26

お互いに
認め合い
支え合って
暮らすまち
づくり

地域リハビリテーション推進センター，こころの健康
増進センター，発達障害者支援センターかがやきな
どの専門相談機関がその機能を最大限発揮し，ニー
ズに応じた相談支援を行います。
　また，地域リハビリテーション推進センター，こころ
の健康増進センター，児童福祉センターの３施設が
一体化し連携することで，保健福祉センターへの専
門的観点からのバックアップや障害福祉サービス事
業所等に対する地域の支援力向上のサポート等を
行い，より専門的な相談支援の充実を図ります。

専門相談
機能の充
実

相談支援5
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No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

３施設一体化整
備事業

地域リハビリテーション推進センター，こころの健康増進センター
及び児童福祉センターにおける各施設の一層の機能充実，各施
設の連携強化による相乗効果の発揮，専門的中核機関として全
市的な相談支援体制の充実，効率的な整備の実施などを目的と
して，３施設一体化整備を行う。

27

【新規】
京都市障害者休
日・夜間相談受
付センター

区役所・支所及び障害者地域生活支援センターにおける相談対
応時間と合わせて，２４時間３６５日の相談体制を構築するため
に，平成２７年６月から中部圏域（上京区，中京区，下京区，南
区）において実施したモデル事業の実施結果を踏まえ，平成３０
年４月から全市域を対象とした「京都市障害者休日・夜間相談受
付センター」を市内に１箇所設置し，土日祝日等及び夜間・早朝
時間帯の相談受付を行うことで相談支援体制を充実。

28

【新規】
障害者休日・夜
間緊急対応支援
事業

区役所・支所閉庁時間帯に生じた緊急事態において，直ちに既
存のサービスの利用が困難な場合に，普段からかかわりのある
相談員や支援員が介護を提供することで，様々な支援を切れ目
なく提供する。

29

障害者地域生活
支援センター運
営

　市内５圏域に各３箇所ずつ設置した地域生活支援センターが，
３障害いずれの相談にも応じるセンターとして，引き続き保健福
祉センターと連携して，地域の身近な相談機関として幅広いニー
ズに対して相談支援を実施する。

30

6

　３施設が一体化した新施設が，保健福祉センター
等へ専門的観点からのバックアップやサポートを行う
など，連携を強化することで，障害のある人やその家
族等のニーズや課題に早期に気付いて必要な支援
策につなぎ，地域や関係機関とともに支える切れ目
のない支援を行うとともに，子どもから大人への移行
だけでなく，６５歳到達後もニーズに応じた適切な対
応を行います。
　また，保健福祉センター及び障害者地域支援セン
ターの相談対応と合わせて，休日や夜間・早朝等の
時間帯においても相談に応じられる体制を整備する
ことにより，２４時間・３６５日の切れ目のない相談支
援の提供に取り組むほか，「地域あんしん支援員」の
活用等により，複合的に課題を抱える人への支援に
取り組みます。

切れ目の
ない相談
支援体制
の提供
【新規】

お互いに
認め合い
支え合って
暮らすまち
づくり

相談支援

6



No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

市民しんぶんや
HP，広報誌等に
よる啓発

誰もが必要な情報にアクセスできるよう，市民や企業等に対し，
情報発信や事業活動などを行う際に必要となる配慮事項につい
て啓発を行う。

31

ヒアリングループ
設置

ヒアリングループが設置されている施設でのヒアリングループ
マークの掲示の普及やヒアリングループが設置されている施設等
に関する情報をより効果的に発信していく。

32

障害者社会参加
促進事業

要約筆記者養成講座，点訳・音訳奉仕員養成講習会を実施。 33

【新規】
入院中の意思疎
通支援事業

視覚障害者入院時意思疎通支援事業を実施し，入院時の説明
や同意等の際の支援を行う。

34

障害者情報バリ
アフリー化支援
事業

（重度の視覚及び上肢に障害のある人）がパソコン等の情報機器
を利用するに当たり必要となる周辺機器又はソフトウェアの購入
に要する費用の一部を助成する。

35

入院時支援員派
遣事業

重度訪問介護の入院中の支援が対象外となる場合においても，
入院中のコミュニケーション支援が必要な重度の障害のある方に
対し，入院時支援員派遣事業を実施する。

36

意思疎通
支援の充
実

お互いに
認め合い
支え合って
暮らすまち
づくり

　障害により情報の取得や伝達に困難を生じる人の
生活の質の向上に向け，要約筆記者等の意思疎通
支援者の派遣や，意思疎通が困難な重度障害のあ
る人が入院した際のコミュニケーション支援の充実な
ど，コミュニケーション方法に応じた必要な支援を実
施します。
　また，誰もが必要な情報にアクセスできるよう，市
民や企業等に対し，情報発信や事業活動などを行う
際に必要となる配慮事項について周知を図ります。

7
意思疎通支

援・
情報保障

7



No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

障害保健福祉の
しおりの発行

障害保健福祉のしおりを20,000部発行し，各区役所支所等で配
布する。
障害に関するシンボルマークを記載し，普及に努める。

37

市民しんぶんや
HP，広報誌等に
よる啓発

・市民しんぶん等の点字版等を作成する。
・ホームページは，「ホームページ作成ガイドライン」において，可
能な限りテキスト版での作成を促進する。
・「分かりやすく伝えるための手引き」の職員への更なる浸透を図
り，わかりやすい行政情報の提供に取り組む。
・本市が発行する市民向けのパンフレット等の情報保障における
配慮に，より一層取り組む。

38

9

お互いに
認め合い
支え合って
暮らすまち
づくり

手話

手話に対
する理解
促進及び
普及

　ろう者をはじめとする当事者と関わりながら，手話
の意義や役割への理解を深めたり，手話に気軽に
触れ，体験できる機会を児童生徒や市民に対し様々
な形で提供していきます。

手話啓発

・手話言語条例の趣旨や，身近に使える手話等を紹介した児童・
生徒向けのリーフレットを小学４年生と新規教職員等に配布する
など，理解啓発を図る。
・手話啓発番組の製作等を進める。
・地域の祭り等において手話体験ブースを設け，手話への理解促
進を図る。

39

手話通訳者設置
事業

各区保健福祉センター等に手話通訳者を設置し，手話を必要と
する障害のある方のコミュニケーション支援を実施する。

40

手話通訳者養成
事業，手話講座
等の実施

・手話通訳者養成事業及び派遣事業を実施する。
・中途失聴・難聴者向け手話講座を実施する。

41

お互いに
認め合い

支え合って
暮らすまち

づくり

10 手話

コミュニ
ケーショ
ンの手段
として手
話を選択
しやすい
環境の整
備

　手話を必要とする人が可能な限り手話により意思
の伝達を行い，コミュニケーションを図ることができる
よう，手話通訳者の養成や派遣，当事者が手話を学
ぶ機会の提供等の環境整備を進めていきます。

　必要な情報が必要な人に届くよう，わかりやすい広
報を行うとともに，カラーユニバーサルデザインへの
配慮，点訳化や音訳化など，障害特性に配慮した情
報の提供や，情報利用のための手段についての選
択肢の拡大に努めます。

意思疎通支
援・

情報保障

行政情報
における
合理的配
慮の推進

8

お互いに
認め合い
支え合って
暮らすまち
づくり

8



No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

介護給付費（生
活介護，短期入
所，居宅介護等）
訓練等給付費
（就労継続支援，
自立訓練）

・障害者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよ
う，必要な障害福祉サービスに係る給付支援を行うことにより，障
害者の福祉の増進を図る。
・報酬水準の改善をはじめとする必要な措置を講ずるよう国への
要望をすすめる。

42

移動支援事業

・障害ある方の余暇・社会参加を支援するため，外出支援のため
のサービスを実施する。
・また，障害のある児童の放課後支援・通学支援～ほほえみネッ
ト～を実施する。
・通学支援型について，平成30年4月から強度行動障害を有する
児童へ対象を拡大した。

43

医療的ケアの支
援体制の構築，
喀痰吸引等支援
事業

喀痰吸引等研修受講支援事業により，喀痰吸引等の医療的ケア
が必要な障害のある方の支援体制の確保を図る。

44

あんしん生活緊
急サポート事業

重度障害者入院時支援員派遣事業，重度障害者緊急時介護人
派遣事業及び緊急短期入所事業を実施し，緊急時のサービス提
供により，地域生活への移行を図る。

45

障害福祉施設施
設整備費補助事
業

本市において不足している共同生活援助事業所等の設置促進の
ため，民間事業者への施設整備補助を行う。

46

重度障害者利用
事業所支援事業

重度障害者や視覚・聴覚言語機能障害者の利用割合が高
く，国が定める基準を超える職員配置を行っている市内事
業所を支援するために，「京都市重度障害者等利用事業所
支援事業」を継続して行う。

47

　障害福祉サービス事業所等の安定的な運営や事
業所職員の確保等のため，国に対し，報酬水準の改
善をはじめとする必要な措置を講ずるよう積極的に
働きかける等，担い手の確保に取り組みます。
　また，医療的ケアが必要な人や重症心身障害児
者，強度行動障害のある人等への十分な支援体制
が確保できるよう，京都府と連携をして必要な援助
技術を有する従事者の育成に努めるとともに，サー
ビス提供体制の拡充に取り組む事業者への支援を
行うほか，様々なニーズに対し，障害福祉サービス
等の施策の充実による対応に努めることにより，支
援体制の充実を図ります。

福祉サービ
ス

障害福祉
サービス
等の量等
の充実

11

地域で自
立して生活
できる仕組
みづくり

9



No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

地域リハビリテー
ション推進セン
ター

次の事業を中心に取り組み，事業所の支援や連携の強化を推進
する。
①地域リハビリテーションの推進
・事業所等訪問支援事業
・各種研修事業（地域リハビリテーション推進研修等）
・地域リハビリテーション交流セミナー
②高次脳機能障害者支援
・入門講座
・専門研修
・ステップアップ研修
・医療機関・福祉サービス事業所等への出張研修
・支援ネットワーク会議（京都府と共催）の開催

48

10



No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

介護従業者研修
難病ホームヘルパー養成研修とガイドヘルパー現任研修を実施
する。

49

医療的ケア研修
等

地域リハビリテーション推進センターが研修を実施し，専門的技
術の向上を図る。

50

基幹相談支援セ
ンター運営事業

・地域生活支援センターのうち市内５圏域に１箇所ずつ設置して
いる基幹相談支援センターが，全市を範囲として，相談支援専門
員等に対するスキルアップ研修を年間計５回実施する。
・圏域を範囲として，各基幹相談支援センターが相談支援専門員
等に対する研修を実施する。

51

サービス事業者
実地指導

集団指導，実地指導，新規指定事業者説明会等を行い事業者の
育成支援を行う。

52

地域リハビリテー
ション推進セン
ター

次の事業を中心に取り組み，事業所の支援や連携の強化を推進
する。
①地域リハビリテーションの推進
・事業所等訪問支援事業
・各種研修事業（地域リハビリテーション推進研修等）
・地域リハビリテーション交流セミナー
②高次脳機能障害者支援
・入門講座
・専門研修
・ステップアップ研修
・医療機関・福祉サービス事業所等への出張研修
・支援ネットワーク会議（京都府と共催）の開催

53

　医療的ケアが必要な人や重症心身障害児者，強
度行動障害のある人等支援の必要性の高い人をは
じめ多様なニーズに応じたきめ細かなサービスが提
供されるよう，障害福祉サービス事業者や相談支援
専門員の専門的な技術の向上や更なる知識職員の
育成に努めるとともに，管理者等への研修機会を拡
大し，事業所が自主的に業務の向上に努めることの
できる環境づくりを推進します。
　また，重複した障害のある人への複合的な支援を
充実させていくために，自立支援協議会を活用して，
サービス提供事業所同士のネットワーク作りや連携
の強化を図ります。

障害福祉
サービス
等の質の
向上

福祉サービ
ス

地域で自
立して生活
できる仕組
みづくり

12

11



No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

自立支援協議会
の運営

【地域協議会】
・引き続き個別支援機能，地域支援機能を果たしながら，市協議
会との連携を図っていく。また，それぞれの課題に合わせた法律
職等の専門家をアドバイザーとして派遣する制度の活用を促し，
課題解決に向けた取組を支援する。
・支援会議や全体会議，懇談会の開催を通じて，地域のサービス
提供事業所同士のネットワークの構築を図っていく。

【市協議会】
・各専門部会，地域協議会の活動をフィードバックしながら年３回
開催し，協議会活動全体の活性化を図る。専門部会については，
引き続き必要に応じて開催していく。

54

福祉人員確保対
策事業

・福祉職場の採用担当者等を対象にした職場のＰＲ力や人員採
用に関する研修の実施（年3回）。
・福祉就職フェアを開催（年2回）。
・就業希望者が福祉職場を見学する「福祉職場見学ツアー」を開
催（年6回程度）。

55

の強化を図ります。

12



No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

介護給付費（共
同生活介護，共
同生活援助）

障害者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよ
う，必要な障害福祉サービスに係る給付等の支援を行うことによ
り，障害者の福祉の増進を図る。

56

障害福祉施設施
設整備費補助事
業

本市において不足している共同生活援助事業所等の設置促進の
ため，民間事業者への施設整備補助を行う。

57

公的な既存施設
を活用したグ
ループホーム等
の設置促進事業

公的施設の活用に向けた情報収集や課題の把握を行う。 58

市営住宅への優
先選考（特定目
的住宅の障害者
の優先枠，車い
す専用住宅への
入居）

市営住宅の優先入居を実施する。 59

居住支援の検討
京都市住宅審議会において住宅確保要配慮者に対する居住支
援について審議を行う。

60

いきいきハウジン
グリフォーム

重度障害者の住宅環境整備費助成事業を実施する。 61

補装具交付，修
理，貸与

日常生活の効率の向上を図ることを目的に身体機能を補完・代
替する用具の購入，借受け又は修理に係る費用の全部又は一部
を支給する｡

62

軽度，中等度難
聴児に対する補
聴器購入費助成
事業

重度，中等度難聴児に対する補聴器購入費助成を実施する。 63

日常生活用具給
付等事業

在宅の重度障害児者の日常生活の便宜を図るため，日常生活
用具を給付する。平成30年4月から.視覚障害者用拡大読書器，
点字ディスプレイ等の給付対象の拡大を実施している。

64

住まい・暮
らし

グループ
ホーム等
の設置促
進

地域で自
立して生活
できる仕組
みづくり

地域での
住まいの
確保と住
環境整備

　障害のある人が，住み慣れた地域で安心して生活
できるよう，福祉用具等の利用を促進したり，自宅の
改修をはじめ，公営住宅だけでなく民間賃貸住宅へ
の入居を支援するための取組を推進します。

住まい・暮
らし

13

 地域生活への移行や親元からの一人暮らしに向
け，障害のある人が地域で生活するための基盤とな
るグループホーム等の設置を促進するため，国等の
整備費補助の活用による開設費用の負担軽減や開
設に当たり必要となる情報の運営法人に対する提供
を行うとともに，公的な既存施設の活用について検
討します。

地域で自
立して生活
できる仕組
みづくり

14

13



No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

地域移行支援
・障害のある方の地域移行を推進していくために，地域相談支援
給付や自立支援援助等の必要な支給決定をしていく。
・円滑な地域移行に向けた仕組構築の検討を進める。

65

精神障害者地域
移行支援事業

関係機関（精神科病院や地域の支援事業者等）に対しての普及
啓発や総合的な体制整備のための調整，また研修会等を開催し
人材育成を図る。

66

ＨＰやチラシ等に
よる事業者への
働きかけ

地域移行・地域定着を支援する指定一般相談支援事業所の設置
促進に向けて，相談支援専門員を養成する京都府相談支援従事
者研修に協力し，ホームページ等により市内事業所に周知する。

67

　障害のある人の希望を尊重し，その家族の思いや
理解促進に十分に配慮しながら，行政，民間，地域
の連携による地域生活への移行の促進に向けた仕
組みを構築するとともに，地域移行支援と生活支援
の提供体制の充実を図ります。

地域生活
へ移行す
る仕組み
づくりと支
援体制の
充実

15

地域で自
立して生活
できる仕組
みづくり

住まい・暮
らし

14



No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

自立支援協議会
の取組

【地域協議会】
・個別支援機能，地域支援機能を果たしながら，市協議会との連
携を図っていく。また，それぞれの課題に合わせた法律職等の専
門家をアドバイザーとして派遣する制度の活用を促し，課題解決
に向けた取組を支援する。
・支援会議や全体会議，懇談会の開催を通じて，地域のサービス
提供事業所同士のネットワークの構築を図っていく。

【市協議会】
・各専門部会，地域協議会の活動をフィードバックしながら年３回
開催し，協議会活動全体の活性化を図る。専門部会については，
必要に応じて開催していく。

68

精神障害にも対
応した地域包括
ケアシステムの
構築

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向け，支
援体制をより強化するため，保健・医療・福祉関係者による協議
の場の設置場所及び協議方法について検討を進める。

69

精神障害者地域
移行支援事業

関係機関（精神科病院や地域の支援事業者等）に対しての普及
啓発や総合的な体制整備のための調整，また研修会等を開催し
人材育成を図る。

70

【新規】
京都市障害者休
日・夜間相談受
付センター

区役所・支所及び障害者地域生活支援センターにおける相談対
応時間と合わせて，２４時間３６５日の相談体制を構築するため
に，平成２７年６月から中部圏域（上京区，中京区，下京区，南
区）において実施したモデル事業の実施結果を踏まえ，平成３０
年４月から全市域を対象とした「京都市障害者休日・夜間相談受
付センター」を市内に１箇所設置し，土日祝日等及び夜間・早朝
時間帯の相談受付を行うことで相談支援体制を充実する。

71

　障害のある人が住み慣れた地域で暮らし続けられ
るよう，地域全体で支える仕組みを作るために，「障
害者地域自立支援協議会」において，支援関係機関
の連携を強化し，地域の支援の輪を広げるとともに，
複合的な課題のある人への重層的な支援を実施し
ていくため，福祉・保健・医療・教育・労働等の各分野
の関係機関が連携・協働する支援体制の構築に取
り組みます。
　また，障害のある人の高齢化・重度化や「親亡き
後」も見据えた地域生活支援拠点の整備に当たって
は，地域における複数の機関が分担して機能を担う
「面的整備型」を基本としつつ，共同生活援助や障害
者支援施設等に地域で求められる複数の機能を付
加した多機能型事業の促進についても検討を進めま
す。

16

地域で自
立して生活
できる仕組
みづくり

住まい・暮
らし

住み慣れ
た地域で
の生活を
支える支
援体制の
充実

15



No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

障害者社会参加
促進事業

障害のあるなしに関わらず市民が参加できるイベント（ほほえみ
広場2018）を平成30年10月20日に開催する。

72

ほほえみ交流活
動支援事業

当事者団体等が主体となって実施する児童・生徒との 交流事業
への支援を行う。

73

福祉ボランティア
センター管理運
営，区ボランティ
アセンター運営
補助金

市域の福祉ボランティア活動を総合的に支援するセンターとし
て，各区ボランティアセンターと連携し，ボランティア団体や当事
者団体，社会福祉施設，企業，大学関係団体等とのつながりを深
めることで，ボランティア活動の活性化や人員育成等を進める。

74

精神保健福祉ボ
ランティア連絡協
議会運営

シルバーリボンキャンペーンの実施や，ボランティア連絡協議会
通信を発行する。

75

地域リハビリテー
ション推進セン
ター

次の事業を中心に取り組み，支援者等の専門知識及び支援技術
等の向上や市民への普及啓発を進める。
①地域リハビリテーションの推進
・事業所等訪問支援事業
・各種研修事業（地域リハビリテーション推進研修等）
・地域リハビリテーション交流セミナー
②高次脳機能障害者支援センター
・入門講座
・専門研修
・ステップアップ研修
・医療機関への出張研修
・福祉サービス事業所等への出張研修
・支援ネットワーク会議（京都府と共催）の開催
・普及啓発フェア「こうじの世界　高次脳機能障害×麹」（仮）の開
催
・ホームページやフェイスブックを活用した情報発信
・高次脳機能障害支援普及全国連絡協議会及び近畿ブロック連
絡協議会，京都市障害者就労支援推進会議

76

地域交流

地域で自
立して生活
できる仕組

みづくり

地域交流17
地域との
つながり
の構築

　市民のボランティア活動への参加は，障害や障害
のある人を正しく理解する貴重な機会であるととも
に，障害のある人が，地域活動など様々な活動に参
加する機会を拡大するものであるため，引き続き，市
民参加の福祉ボランティア活動を進めます。
　あわせて，障害のある市民を支援する人を対象に
リハビリテーションに関する知識，技術の向上に向け
た研修や交流セミナーを実施するなど，地域リハビリ
テーション推進の取組を進めます。

　 障害のある人が，住み慣れた地域で暮らすために
は，日頃から地域での交流を図るなど，顔の見える
関係づくりが重要です。そのため，地域コミュニティ
の活性化を推進し，将来にわたって，地域住民が支
え合い，安心して快適にくらすことができる地域コミュ
ニティを実現することにより，障害のある人と地域と
の連携を深め，障害のある人の地域交流への参加
を進めます。
　 また，障害のある人が，地域の学校等を訪問し，
児童・生徒との交流を図り，障害や障害のある人へ
の理解と認識を深める取組についても，引き続き進
めます。

地域で自
立して生活
できる仕組
みづくり

18

地域活動
を支える
担い手の
育成

16



No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

19

地域で自
立して生活
できる仕組
みづくり

地域交流
市民交流
の促進

　障害のある人とない人が交流する機会を創出する
とともに，障害者団体や地域住民団体，福祉サービ
ス事業者などが主体となって実施する交流事業を積
極的に支援していきます。

ほほえみ広場
障害のある市民の方への理解の促進と社会参加の推進を目的
に，障害のある人もない人も共に交流する催し「ほほえみ広場２０
１８」を平成３０年１０月２０日に開催する。。

77

健康づくりサポー
ト事業

区役所・支所保健福祉センターにおいて自主グループ及び健康
づくりサポーターの養成・支援を通じ，市民相互で支えあって健康
づくりに取り組める環境づくりを推進する。

78

予防接種
定期予防接種を推進し，障害の原因となりうる様々な感染症の発
生及びまん延を予防する。

79

先天性代謝異常
等検査

母子健康手帳交付時に検査についての説明を行い，低所得者へ
は無料受診票の交付を行うことで，引き続き受診の勧奨に努め
る。

80

乳幼児健診
乳幼児健康診査マニュアルを基に支援が必要な児，親子を早期
発見・早期支援できるよう努める。また健診未来所者を把握し，
勧奨に努める。

81

自立支援医療
医療費の自己負担額を軽減する公費負担医療制度を運用してい
く。

82

難病医療 特定医療費助成制度による支援を引続き行う。 83

子ども医療費支
給制度

中学校3年生までを対象とし子どもの医療費に対する助成を行
う。

84

重度心身障害者
医療費支給制度

一定の障害のある方に対して，医療機関等を受診した際に，窓口
で支払われる医療費（健康保険の自己負担額）を助成する。

85

安心して生
活できる社
会環境の
整備

　身体障害の原因となる疾病の治療，地域生活を維
持するのに必要な保健医療サービスなど，ライフス
テージや個々の身体状態に対応した体系的な保健
医療体制の充実に努めます。
　 障害のある人に対し，身体障害の原因となる疾病
の治療を支援するため，自立支援医療等各種の公
費負担医療制度による支援を，引き続き行います。

健康・医療

障害に対
する適切
な保健医
療体制の
充実

20

健康・医療

障害の原因となる疾病の予防，二次障害，障害の重
度化を防ぐため，乳幼児健診をはじめとする各種検
査・検診や予防接種を実施するほか，受診を勧奨す
るなど，早期発見・早期治療と適切な支援につなげ
ます。

21

安心して生
活できる社
会環境の
整備

障害の要
因となる
疾病の早
期発見・
早期支援

17



No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

こころの健康増
進センターの管
理運営（精神保
健福祉センター
事業）

こころの健康相談をこころの健康増進センターで実施するととも
に，身近な相談機関として，各区役所・支所保健福祉センターに
おいても精神保健福祉相談を実施し，また，必要に応じて精神保
健福祉相談員,保健師が相談や家庭訪問を行っていく。

86

全京都障害者総
合スポーツ大会

各大会の参加者の増加に努める。 87

全国障害者ス
ポーツ大会派遣
事業

第18回全国障害者スポーツ大会「大会」（H30.10.11～16）に京都
市選手団約50名を派遣する。

88

全国障害者ス
ポーツ大会団体
競技チーム強化
事業

全国障害者スポーツ大会の団体競技に出場する京都市代表
チームの選手強化を図るため，必要経費の一部を補助する。

89

【新規】
障害者スポーツ
振興事業

東京パラリンピックに向けて，障害者スポーツの裾野拡大，ひい
ては障害者の社会参加の推進を目指すとともに，アスリートの発
掘や能力開発を実施する。

90

障害者スポーツ
センター運営

・障害のある人が障害者スポーツを楽しめる場を提供する。
・東京パラリンピックにつながる若い世代の選手発掘，育成等を
実施する。

91

障害者教養文化
体育会館運営

・スポーツセンターと連携し，障害のある市民の福祉の増進を図
る。
・個人利用者の拡大を図る。

92

　こころの健康づくりやスポーツなどを通じ，生涯に
わたる心身の健康づくりを進めます。

いきいき
と生活で
きるため
の健康づ
くりの推
進

22

安心して生
活できる社
会環境の
整備

健康・医療

18



No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

市民しんぶんや
広報誌等による
啓発

こころの健康増進センター機関誌を発行する。 93

こころのふれあい
交流サロン運営
委託事業

精神障害のある市民及び地域住民の交流を図ることにより精神
障害に対する理解を促進し，精神障害のある市民の社会参加を
図る。

94

認知症総合支援
事業

・認知症初期集中支援事業に係る対象エリアを拡充する。
・京都市認知症高齢者の行方不明時における早期発見に関する
連携要領に基づき，行方不明者となるおそれのある者について
予め家族等の了解を得て事前登録を行い，行方不明時に京都府
や警察棟と情報共有等の連携を行い，迅速に対象者を発見でき
る取組を推進する。
・若年性認知症支援事業に係る研修等を実施する

95

こころの健康増
進センターの管
理運営（精神保
健福祉センター
事業）

・こころの健康相談については，こころの健康増進センターで実施
するとともに，身近な相談機関として，各区役所・支所保健福祉セ
ンターにおいても精神保健福祉相談を実施し，また，必要に応じ
て精神保健福祉相談員,保健師が相談や家庭訪問を行っていく。
・「かかりつけ医・産業医うつ病対応力向上研修会」を継続して開
催するとともに，産業保健総合支援センターとも引き続き連携し，
メンタルヘルス対策に取り組む。

96

スクールカウンセ
ラーの配置

全京都市立小・中・高・総合支援学校にスクールカウンセラーを
配置し，配置時間の拡充に取り組む。

97

認知症総合支援
事業

・認知症初期集中支援事業に係る対象エリアを拡充する。
・京都市認知症高齢者の行方不明時における早期発見に関する
連携要領に基づき，行方不明者となるおそれのある者について
あらかじめ家族等の了解を得て事前登録を行い，行方不明時に
京都府や警察棟と情報共有等の連携を行い，迅速に対象者を発
見できる取組を推進する。
・若年性認知症支援事業に係る研修等を実施する

98

命の大切さと生
きる勇気・力を取
り戻すための支
援の充実の内数

・地区医師会等と連携しGPネット（一般医-精神科医ネットワーク）
の研修会を実施し，一般医と精神科医の交流，連携を図る。
・「かかりつけ医・産業医うつ病対応力向上研修会」を実施し，うつ
病について一般科医と精神科医との交流を行う。

99

こころの
病に対す
る理解の
促進と正
しい知識
の普及啓
発

医療や相
談支援体
制の充実

こころの健
康

24

安心して生
活できる社
会環境の
整備

23

　 精神疾患のある方が地域で安心して生活していく
ためには，夜間も含めた救急時の医療の確保や適
切な支援につながるような相談支援体制が必要で
す。引き続き，精神科救急医療体制の整備や保健福
祉センターをはじめとした身近な相談支援体制の充
実を図ります。
　 また，アルコール健康障害をはじめとする依存症
についても，医療や相談支援体制の充実を図りま
す。

こころの健
康

　誰もがなりうる可能性のあるうつ病などのこころの
病について，こころのふれあいネットワークや講演会
の開催等を通じて，正しい知識の普及啓発活動を推
進し，精神疾患に対する理解を深める取組を進めて
いきます。

安心して生
活できる社
会環境の
整備

19



No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

精神病院実地指
導，実地審査

・市内精神科病院（１２か所）への実地指導を行う。
・実地指導時及びその他該当者（市外精神科病院入院者含む）
へは随時実地審査を行う。

100

精神医療審査会
精神医療審査会を開催し，精神障害者の適正な医療及び保護を
確保する。

101

精神科救急医療
システム事業

夜間及び休日においても，精神障害者や家族等が，相談や状況
に応じた適切な医療を受けられるよう，相談・医療体制を確保して
いく。

102

こころのふれあい
交流サロン運営
委託事業

精神障害のある市民及び地域住民の交流を図ることにより精神
障害に対する理解を促進し，精神障害のある市民の社会参加を
図る。

103

【新規】
薬物依存症・ギャ
ンブル等依存症
外来

こころの健康増進センターにおいて，薬物依存症・ギャンブル等
依存症外来を設置し，依存症者やその家族の診療，相談を行う。

104

25

安心して生
活できる社
会環境の
整備

難病支援
難病に対
する理解
促進

　難病には様々な症状があること，症状に変動があ
ることなど，一般的には理解されにくい特性があるた
め，難病患者やその家族だけでなく，社会全体の難
病に対する理解を促進するため，専門の医師・看護
師などによる相談会や医療講演会の実施や患者間
の交流の促進及び情報発信等の取組を進めていき
ます。

難病患者地域支
援対策推進事業

医療講演・相談会，ピア相談会，難病患者・家族ピア相談会を実
施する。

105

26

安心して生
活できる社
会環境の
整備

難病支援

難病患者
への支援
体制の構
築

　難病患者への相談・支援，地域交流活動の促進及
び就労支援等を行う拠点である難病相談支援セン
ターについて，京都府と協調して共同設置することに
より，支援体制を構築します。

【新規】
難病相談支援セ
ンター

難病患者への相談・支援，地域交流活動の促進及び就労支援等
を行う支援体制を構築していくために，拠点となる難病相談支援
センターについて，京都府と協調して共同設置・運営を行う。

106

難病相談支援セ
ンター

難病患者への相談・支援，地域交流活動の促進及び就労支援等
を行う支援体制を構築していくために，拠点となる難病相談支援
センターについて，京都府と協調して共同設置・運営を行う。

107

難病患者への医
療費助成事業

・平成30年4月から難病患者への医療費助成の事務を実施する。
・公費負担対象疾患の拡大等に向けて国に要望を行っていく。

108

　症状に波がある中，療養生活を送る難病患者に対
し，保健福祉センターの保健師等が家庭訪問等によ
り支援するとともに，支援の対象となる難病の種類
の拡充に向けて，国に要望を行っていきます。

27

安心して生
活できる社
会環境の

整備

難病支援
難病患者
への支援
の充実

20



No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

28

安心して生
活できる社
会環境の
整備

ユニバーサ
ルデザイン

ユニバー
サルデザ
インに対
する理解
促進及び
普及

　障害のある人もない人もすべての人が，まちづく
り，ものづくり，情報・サービス提供などのあらゆる分
野で，個人として尊重され，その能力を最大限に発
揮できる社会環境づくりを目指して，みやこユニバー
サルデザインの普及啓発を進めます。

みやこユニバー
サルデザインの
推進

みやこＵＤ賞，ユニバーサル上映，アイデア・ヒント集の作成等を
通じて，ユニバーサルデザインの理解を促し，更なる普及に努め
る。

109

四条通歩道拡幅
事業

・地上機器の移設等完了
　平成30年6月末 安全対策（斜行台設置）
　平成30年8月末 美装化（磁器版設置）
・整備後の四条通におけるエリアマネジメントの取組を実施
・四条通歩道拡幅事業に係る効果検証・影響検証

110

みやこユニバー
サルデザインの
推進

ユニバーサルデザインの考え方を取り入れながら，公共交通機
関，道路，公園，建築物等のバリアフリー化に取り組む。

111

交通バリアフリー
基本構想に基づ
く駅周辺道路の
バリアフリー化の
推進

・道路のバリアフリー化事業
　「道路特定事業計画」に基づき，歩道の段差，勾配の改善など
の道路のバリアフリー化を進めていく。

112

公園の整備 バリアフリーに適応した公園整備を推進する。 113

駅等のバリアフ
リー化の推進

平成23年度に策定した「全体構想」の「重点整備地区」において，
前年度までに策定した「基本構想」に基づき，西院駅（阪急），西
大路駅，桃山駅（以上，ＪＲ西日本）のバリアフリー化整備や京都
駅（在来線の一部ホーム）の可動式ホーム柵整備に対して助成を
行う。

114

　京都に住む障害のある人もない人も，すべての人
が暮らしやすいのはもちろんのこと，京都を訪れた人
も快適に過ごせるまちづくりを推進するため，ユニ
バーサルデザインの考え方を取り入れながら，公共
交通機関，道路，公園，建築物等のバリアフリー化を
更に進めていきます。

29

人にやさ
しいまち
づくりの
推進

安心して生
活できる社
会環境の
整備

ユニバーサ
ルデザイン

21



No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

心のバリアフリー
の普及推進

市民が，「心のバリアフリー」について学び，気付いたことを行動
に移していくため，更なる普及啓発に努める。

115

ヘルプマークの
普及啓発

京都府と連携し，各区役所・支所等で配布しているが，一層の周
知啓発に向けた方策を検討する。また，平成30年度は，ヘルプ
カードの作成について，検討を行う。

116

地下鉄の安全運
行の推進

目の不自由なお客様に対し，地下鉄の駅係員から，案内を希望
されるかをお聞きする声掛けをはじめ，視覚障害者団体の皆様と
共同で，地下鉄をご利用されるお客様に目の不自由な方への積
極的な声掛けをお願いする啓発活動を実施する。

117

地域における見
守り活動促進事
業

・同意率の向上に向けて，効果的な事業の実施手法を検討する。
・災害等の緊急時における避難体制等のあり方について検討を
進める。

118

自主防災組織の
災害対応能力の
充実

・各自主防災会において策定された防災行動マニュアルに基づく
訓練等を実施し，防災活動や避難行動を検証し，必要に応じ見直
しを行う。水災害編のマニュアルについては，京都市水害ハザー
ドマップの改訂に伴い，各自主防災会において，マニュアルの見
直しを実施し，必要に応じ内容修正を行う。
・総合防災訓練や地域発災型訓練などの機会を通じ，初期消火
や地域の集合場所を拠点とした共助による救出方法など初動体
制の充実強化を図る。

119

こころの
バリアフ
リーの普

及

　道路や建物等のバリアフリー化を推進するととも
に，積極的な声掛けや困っている方への手助けの実
施など，市民がお互いに理解し，助け合う「心のバリ
アフリー」を普及していきます。

安心して生
活できる社
会環境の

整備

ユニバーサ
ルデザイン

30

31

安心して生
活できる社
会環境の
整備

災害対策

地域にお
ける見守
り活動の
推進

　障害のある人の地域での孤立を防ぐため，地域の
福祉団体等の協力を得て，平常時から障害のある
人等に対する見守り活動を推進していくことを通じ
て，地域とのつながりを深め，緊急時においても円滑
に安否確認等が行えるように取組を進めていきま
す。
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No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

緊急通報システ
ム

緊急通報システムを貸与し，緊急時における迅速な対応を図る。 120

緊急通報システ
ムと連動した住
宅用火災警報器
整備事業

 緊急通報システムを使用している世帯のうち，自力歩行が不能
な方等を対象に設置促進を図る。
　設置累計2,988台（H30.3.31現在）

121

・運営マニュアルに基づいた運営訓練の実施及び訓練結果を反
映した運営マニュアルの適宜見直しの実施
・新規指定された避難所における，運営マニュアルの早期の策定

122

携帯電話を持たない避難行動要支援者を対象とした，電話また
はＦＡＸによる避難情報等の発信について，市内全域への郵送に
よる募集勧奨が完了した平成29年以降の運用方法（登録者の追
加募集等）を確立させ，長期的なシステム運用を実現させる。

123

障害者社会参加
促進事業

避難所においては，コミュニケーション障害のある方のために筆
記用具を設置することとする。

124

32 災害対策

安心して生
活できる社
会環境の
整備

コミュニ
ケーショ
ン障害の
ある人へ
の災害情
報の確実
な伝達

　災害時においては，特に視覚障害や聴覚障害のあ
る人に災害情報が伝わりにくい実態があり，確実に
情報が伝達できる仕組みを構築していきます。 災害情報が伝わ

る仕組みの構築

23



No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

福祉避難所運営
支援事業

・地域バランスに配慮した福祉避難所の事前指定拡充に向けた
取り組む。
・事前指定施設等の関係機関との連携による福祉避難所設置・
運営訓練や机上訓練を定期的に実施する。
・福祉避難所備蓄計画に基づく福祉避難所への公的備蓄を実施
する。

125

こころの健康増
進センターの管
理運営（精神保
健福祉センター
事業）

京都府等と連携し，災害時のこころのケアについて検討を行う。 126

避難所運営マ
ニュアル

・運営マニュアルに基づいた運営訓練の実施及び訓練結果を反
映した運営マニュアルの適宜見直しの実施する。
・新規指定された避難所における，運営マニュアルを早期に策定
する。

127

地域での防災訓
練の実施

地域での防災訓練に障害のある人の参加を促進を図るための方
策を検討する。

128

34

安心して生
活できる社
会環境の
整備

権利擁護

障害を理
由とする
差別の解
消に向け
た取組の
推進

　（再掲３） 129

35

安心して生
活できる社
会環境の
整備

権利擁護

障害者虐
待防止の
取組の浸
透

　 障害者虐待の防止に向け，市民や障害福祉サー
ビス事業者等に対して，虐待に関する正しい知識の
普及や通報義務等の広報・啓発，意識向上を促進す
る研修を実施し，虐待の未然防止や早期発見につな
げるとともに，通報受付後には，関係機関と連携を図
り，迅速な安全確保や適切な支援などに取り組んで
いきます。

障害者虐待防止
対策事業

・関係機関との連携の強化を図り，早期発見とともに未然防止に
むけて迅速な安全確保や適切な支援等に取り組んでいく。
・リーフレットの配布や虐待防止研修会を実施することにより周知
を行う。

130

33 災害対策

災害時に
おける支
援体制の
充実

　 障害のある人等が，災害時に避難した先でできる
限り安心して生活が送れるよう避難所や福祉避難所
の設置・運営に関する準備を進めていきます。
　また，災害時において，障害のある人への配慮等
についての認識を深めるため，障害のある人や支援
団体等も参加する訓練等を実施します。

安心して生
活できる社
会環境の
整備

24



No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

障害者権利擁護
推進事業

・本人等の財産状況から申立費用や後見人等報酬を負担するこ
とが困難な場合にこれらの費用を支給することで，成年後見制度
の利用促進を図る。
・長寿すこやかセンター内に設置した「京都市成年後見支援セン
ター」において，成年後見制度に関する相談や利用に至るまでの
一貫した支援を行う。

131

法人後見に対す
る支援

法人後見に要する経費の一部を補助し，障害者の権利擁護を推
進する。

132

京都市成年後見
支援センター運
営事業

・京都市成年後見支援センターにおいて，市民後見人の活動支
援を実施。
・市民後見人候補者名簿登録者研修等（受任者交流会を含む）を
実施する。

133

日常生活自立支
援事業

判断能力の低下した方への福祉サービスの利用援助や日常的
金銭管理等の支援を実施。

134

京都市社会参加
推進センター

障害者週間（12月3日～同月9日）にあわせて，市内11箇所（11
区）において，啓発用のティッシュ（5,500個）の配布と市民への声
掛けを，障害者団体，社会福祉協議会の協力を得て実施する。

135

こころのふれあい
交流サロン運営
委託事業

精神障害のある市民及び地域住民の交流を図ることにより精神
障害に対する理解を促進し，精神障害のある市民の社会参加を
図る。

136

ほほえみ交流活
動支援事業

当事者団体等が主体となって実施する交流事業への支援を行
う。

137

安心して生
活できる社
会環境の
整備

　意思決定支援ガイドラインの趣旨を踏まえ，障害の
ある人が，自らの考えで選択し，自己決定するため
の支援を行うとともに，意思表示能力に障害がある
ために契約行為等が困難な方が，日常生活に支障
が生じることのないよう，日常生活自立支援事業や，
成年後見制度等の利用支援，市民後見人の養成や
法人後見事業を実施する団体への支援などに取り
組んでいきます。

37

生きがい
や働きが
いをもてる
まちづくり

社会参加
社会的活
動への参
加促進

成年後見
制度の利
用等の推
進

権利擁護36

　自らの意思と選択によって，ライフステージのあら
ゆる場面で，それぞれの興味・関心に応じて，社会
的活動に参加できるよう，障害のある人の社会参加
への意欲を高めるための啓発を行うとともに，社会
参加を支援する取組を進めます。
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No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

重度障害者タク
シー料金助成事
業

障害のある人の社会参加を促進するため，事業を実施する。 138

市バス・地下鉄
福祉乗車証交付
事業

障害のある人の社会参加を促進するため，事業を実施する。 139

こころのふれあい
交流サロン運営
委託事業

精神障害のある市民及び地域住民の交流を図ることにより精神
障害に対する理解を促進し，精神障害のある市民の社会参加を
図る。

140

市バス・地下鉄な
ど利用しやすい
環境整備

・トイレの段差解消及び洋式便器化等のバリアフリー化を行う。
・平成30年度は鞍馬口駅及び竹田駅のトイレを改修する。また，
九条駅及びくいな橋駅のトイレ改修の実施設計を行う。
・双方向カメラを活用した聴覚障害者との筆談機能を有するＩＣ対
応型多機能インターホンを北大路駅，丸太町駅及び五条駅の無
人改札口に設置し，供用を開始する。

141

動物園や二条城
等京都市の公共
施設の利用料減
免

一部スポーツ施設の利用料や文化施設（動物園，美術館（主催
展，共催展），二条城，無鄰菴，岩倉具視幽棲旧宅，旧三井家下
鴨別邸）の入場料の無料化を実施する。

142

ユニバーサル
ツーリズム事業

ユニバーサル観光ナビで発信している車いすモデルコース
や施設情報にリニューアルを行うほか，旅行事業者，市内観光施
設従業員等を対象にしたおもてなし講習会を行うことで，受入環
境の整備を図る。

143

社会的活
動に参加
しやすい
環境の整

備

　障害のある人の行動範囲を広げ，社会参加を促進
するため，市バス・地下鉄やタクシー等の経済的な
負担軽減や，障害のある人の居場所づくりや，観光
していただけるコースの紹介など，ハード面だけでな
く，ソフト面からも社会参加しやすい環境を整備しま
す。

社会参加38

生きがい
や働きが
いをもてる
まちづくり

26



No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

精神障害者地域
移行支援事業

ピアサポーターの養成講座やフォローアップ研修を開催していく。
また活動のための体制整備や活動場所の開拓も進めていく。

144

難病患者地域支
援対策推進事業

ピア相談会，難病患者・家族ピア相談会を実施する。 145

障害者相談員設
置事業

身体・知的・精神の３障害対応の障害者相談員が，同じ背景を持
つ立場で相談支援を要する障害のある人やその家族等からの生
活上の相談に応じることにより，福祉の増進を図る。また，更なる
相談員の活性化を図る。

146

就労，職場定着
支援

「障害者就労ピアサポート事業」を実施し，障害のある人の自主
的な活動を推進する。

147

【新規】
障害のある方の
芸術活動支援事
業

・とっておきの芸術祭（京都芸術祭実行委員会主催）を実施する。
・京都・パリ友情盟約締結60周年記念事業として，京都とフランス
の障害者アート展示会を開催する。
・障害者が文化芸術に触れ，創造する機会の創出のため，スー
パーバイザーの派遣や障害者芸術活動等に関するニーズ調査
等を実施する。

148

UDカレンダー，
障害者芸術推進
事業

障害がある人が描いた原画をもとにデザインした2019年版UDカ
レンダーを作成する。

149

はあと・フレンズ・
プロジェクト推進
事業

事業の見直しを行い，工賃向上をはじめとする福祉的就労の更
なる向上を図る。

150

生きがい
や働きが
いをもてる
まちづくり

40

39 社会参加

生きがい
や働きが
いをもてる
まちづくり

文化・ス
ポーツ

　障害のある人の自主的な活動を推進するため，同
じ障害のある人の相談に応じるピアカウンセリングな
ど，お互いに支え合うピアサポート活動等を推進しま
す。

　障害のある人が，文化芸術活動に参加できるよう，
新たな創作活動の掘り起こし，創作活動の場の提
供，発表の場の確保，更には作品の二次利用による
商品化等，障害者芸術の活性化に取り組みます。

障害者自
身による
主体的な
社会活動
の支援

文化芸術
活動の振
興

27



No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

障害者スポーツ
センター運営

・障害のある人が障害者スポーツを楽しめる場を提供する。
・東京パラリンピックにつながる若い世代の選手発掘，育成等を
実施する。

151

障害者教養文化
体育会館運営

・スポーツセンターと連携を図り，事業を実施する。
・個人利用者の拡大を図る。

152

全京都障害者総
合スポーツ大会

参加者が低下傾向にある卓球バレーはもちろんのこと，各大会の
参加者の増加に努める。

153

全国障害者ス
ポーツ大会派遣
事業

第18回全国障害者スポーツ大会「大会」（H30.10.11～16）に京都
市選手団約50名を派遣予定。

154

全国車いす駅伝
競走大会，チー
ム強化事業

・平成31年3月10日に第30回全国車いす駅伝競走大会を開催す
る。
・チームの強化に取り組む。

155

全国障害者ス
ポーツ大会団体
競技チーム強化
事業

全国障害者スポーツ大会の団体競技に出場する京都市代表
チームの選手強化を図るため，必要経費の一部を補助する。

156

【新規】
障害者スポーツ
振興事業

障害のある人が障害者スポーツを楽しめる場の提供する。
東京パラリンピックに向けて，障害者スポーツの裾野拡大，ひい
ては障害者の社会参加の推進を目指すとともに，アスリートの発
掘や能力開発を実施する。

157

42

生きがい
や働きが
いをもてる
まちづくり

文化・ス
ポーツ

支援する
担い手の
育成

　障害のある人が文化芸術活動に参加する機会を
提供するため，創作活動等の場づくりを支援する担
い手を育成するとともに，障害者スポーツの普及に
向け，障害者スポーツを指導できる人材の育成に努
めます。

【新規】
障害のある方の
芸術活動支援事
業

・障害のある人の芸術作品の展覧会「描き，紡ぎ，絆ぐ」及びシン
ポジウムを開催する。
・障害者が文化芸術に触れ，創造する機会の創出のため，スー
パーバイザーの派遣や障害者芸術活動等に関するニーズ調査
等を実施する。

158

41

生きがい
や働きが
いをもてる
まちづくり

文化・ス
ポーツ

　 障害者スポーツに関する情報発信により，障害者
スポーツに対する理解の促進を図るとともに，より多
くの障害のある人が，スポーツに親しむことができる
よう，裾野拡大と競技力向上の両面から障害者ス
ポーツの振興を進めます。

障害者ス
ポーツの
振興
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No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

障害者就労支援
プロモート事業

「京都市障害者就労支援推進会議」を中心に，企業，労働，福
祉，教育等の各分野の関係機関及び団体等の連携を図り，障害
のある人への就労支援を推進。また，受入企業を開拓する。

159

障害者職場実習
及びチャレンジ雇
用推進事業

「障害者職場実習・チャレンジ雇用推進事業」を実施し，障害のあ
る方の一般就労へのステップアップの機会を提供する。

160

【新規】
伝福連携担い手
育成支援

「伝福連携担い手育成支援事業」を実施し，伝統産業分野におけ
る障害のある方の職域を拡大し，障害のある方の就労支援・雇用
創出を図る。

161

重度障害者在宅
就労促進事業

「重度障害者在宅就労促進事業（就労に向けた障害者向けＩＴ教
室）」を実施し，在宅の障害者の就労を促進する。

162

発達障害者支援
センターかがやき
の運営

発達障害のある方（18歳以上）で就労を希望する方に対し面接等
を通して評価を行うとともに，助言や指導を行っていく。また，関係
機関との連携を密にしながら支援を行っていく。

163

デュアルシステム
推進ネットワー
ク，雇用フォーラ
ム

児童生徒の生活状況の変化に応じた支援を進めるために関係機
関と連携を図る。

164

白河総合支援学
校東山分校の開
校・運営

東山総合支援学校を中心とした総合支援学校職業学科がモデル
校として地域とともに進める新たなキャリア教育プログラムの構築
を推進する。

165

44

生きがい
や働きが
いをもてる
まちづくり

就労
定着支援
の充実

　 障害のある人が就職し，職場に適応し定着するた
めには，就労に伴う環境変化により生じた課題解決
に向けた取組も重要です。そのため，それらの課題
に対応できるよう，企業，労働，福祉，教育等の各分
野の関係機関及び団体等とも連携し，必要な支援を
行います。

関連機関との協
議による定着支
援等の取組の検
討

「障害者職場定着支援等推進センター事業」を実施し，企業訪問
等による状況把握や仲間づくり支援により障害のある方の一般
就労における長期的な定着支援を図る。

166

45

生きがい
や働きが
いをもてる
まちづくり

就労
福祉的就
労の底上
げ

　障害福祉サービス事業所におけるほっとはあと製
品の品質の向上，生産力の向上，官民あげた発注
の拡大などによる利用者の工賃向上に取り組むな
ど，福祉的就労の底上げを図っていきます。

はあと・フレンズ・
プロジェクト推進
事業等

「はあと・フレンズ・プロジェクト推進事業」及び「京都ほっとはあと
センター運営助成事業」（府市協調）を実施し，福祉的就労の底
上げを図る。

167

就労43

　京都市障害者就労支援推進会議を中心に，企業，
労働，福祉，教育等の各分野の関係機関及び団体
等が連携して，障害のある人への就労支援を推進す
るほか，障害のある人が一般企業等で継続的に就
労できる力を養えるよう，職業能力の開発や職場実
習をはじめとする一般就労へのステップアップの機
会の確保等に取り組みます。総合支援学校において
も．引き続き，学校での学習と企業等での実習を結
びつけた「デュアルシステム」や働くことの基盤となる
力である自己肯定感を育む「地域協働活動」など，関
係団体や関係機関と連携した様々な取組を推進しま
す。
　あわせて，障害福祉サービス事業所など，支援す
る担い手の「障害のある人を支える力」の向上も図る
とともに，伝統産業，農業，文化芸術などの新たな分
野への雇用促進に取り組みます。

生きがい
や働きが
いをもてる
まちづくり

一般就労
の促進
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No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

乳幼児健診
昨年度同様，必要な児に対して経過観察，精密健康診査受診票
を発行・受診勧奨するとともに，必要時，担当者の訪問等を実施
しながら継続的な支援を行う。

168

親子すこやか発
達教室

昨年度同様，臨床心理士等のスーパーバイザーの指導を受けな
がら，教室の実施内容の検討や従事者のスキルアップに努め
る。

169

早期からの教育
相談・支援体制
構築（就学支援
シート）

幼稚園・保育園向けの事業説明会を開催するなど，関係団体と
の連携を深め，全ての幼稚園・保育園で実施していく。

170

発達障害者支援
連携協議会運営

庁内連携の強化を図り，全庁横断的な取組を進めていく。 171

47

障害や疾
病等で支
援が必要
な子どもに
対する福
祉と教育
の充実

早期発見・
早期支援

身近な地
域で支援
等を利用
しやすい
仕組みづ
くりの推
進

　特性や状況に応じた支援を早期に受けることがで
きるよう，児童発達支援事業所の設置や保育所等訪
問支援の利用促進等，身近な地域で利用しやすい
仕組みづくりを推進します。

ＨＰやチラシ等に
よる事業者への
働きかけ

放課後等デイサービス等設置促進事業により，開設補助を実施
し，事業者への働きかけを行う。
放課後等デイサービス及び児童発達支援事業所に対して障害児
相談支援の事業指定申請勧奨を実施する。

172

48

障害や疾
病等で支
援が必要
な子どもに
対する福
祉と教育
の充実

特性や状況
に応じた支
援の提供

重症心身
障害児・
医療的ケ
ア児の実
態把握

　重症心身障害児・医療的ケア児に関する詳細な実
態把握を行い，医療機関や療育機関，保育園（所），
訪問看護等の多方面にわたる社会資源の利用等を
含めた効果的な支援についての検討につなげます。

【新規】
障害のある児童
に係る実態把握

平成30年度に，より詳細な実態把握を行ったうえ，効果的・効率
的な施策の実施について検討していく。

173

早期発見・
早期支援

関係機関
との連携
による早
期発見・
早期支援

 子どもの発達の遅れや特性を早期に発見し，保護
者からの相談に応じながら適切な支援につないでい
けるよう，各区役所・支所の子どもはぐくみ室や児童
福祉センターにおける取組を推進し，児童発達支援
センターをはじめとする関係機関との連携を強化しま
す。

46

障害や疾
病等で支
援が必要
な子どもに
対する福
祉と教育
の充実
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No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

医療的ケア児支
援協議の場

今年度行うニーズ調査を踏まえ，医療的ケア児が必要とする支
援の提供に繋がる仕組みづくりについて検討していく。

174

児童発達支援事
業所，放課後デ
イサービスの確
保

今年度行うニーズ調査を踏まえ，医療的ケア児が必要とする支
援の提供に繋がる仕組みづくりについて検討していく。

175

地域リハビリテー
ション推進セン
ター

個別支援や事業所等への支援，普及啓発事業等を通じ，関係機
関等とも連携して，身体の障害や高次脳機能障害のある子ども
の支援体制の充実を図る。

176

児童福祉セン
ター管理運営

発達障害などの障害相談に引き続き専門的に対応し，支援制度
や施設利用の紹介，アドバイス，関係機関との連携などを行って
いく。

177

発達障害者支援
センターかがやき
の運営

・相談支援に関する周知を行い，相談件数の増加に努める。
・直接支援のあり方について，一部間接支援の導入も視野に検
討を行う。
・発達障害に関するガイドブックにより，周知を行うとともに関係機
関との連携を深め，相談機能の充実を図る。

178

こども相談セン
ターパトナ運営

不登校をはじめとする子どもたちの不安や悩み，保護者の心配
や気がかりの相談に応じる「カウンセリングセンター」,適切な相談
機関を紹介する「こども相談総合案内」,不登校児童生徒の活動
の場である「ふれあいの杜」等の運営を行い，児童生徒・保護者
への支援の充実に取り組む。

179

総合育成支援教
育相談センター
「育（はぐくみ）支
援センター運営

医療・福祉機関等とも連携し，地域に開かれた総合育成支援教
育に関する拠点となることを目指して相談・支援業務を進めてい
く。

180

50

51

障害や疾
病等で支
援が必要
な子どもに
対する福
祉と教育
の充実

　子どもの成長に応じた適切な支援が受けられるよ
う，また保護者が気軽に相談できるよう，子どもはぐ
くみ室や障害保健福祉課，児童福祉センター，教育
相談総合センター（こども相談センターパトナ），総合
育成支援教育相談センター「育（はぐくみ）支援セン
ター」など相談体制の充実を図ります。
　また，サービス利用の際の相談支援の現状を踏ま
えつつ，専門的見地による障害児相談支援の拡充を
進め，子どもにとって適切なサービスの組み合わせ
や，チェックができる仕組みづくりを推進します。

障害児相
談支援の
充実

相談・支援・
連携体制の

強化

特性や状況
に応じた支
援の提供

　ことばやコミュニケーションに課題のある子どもはも
とより，発達障害，高次脳機能障害，行動障害等の
様々な障害や特性のある子どもが，適切な支援を受
けられるよう，支援体制の充実を図ります。

49

障害や疾
病等で支
援が必要
な子どもに
対する福
祉と教育
の充実

特性や状況
に応じた支
援の提供

重症心身
障害児・
医療的ケ
ア児への
支援の仕
組みづく
りの検討

障害や疾
病等で支
援が必要
な子どもに
対する福
祉と教育
の充実

様々な障
害や特性
に応じた
支援体制
の充実

　詳細な実態把握に基づき，医療的ケア児が必要と
する支援の提供に繋がる仕組みづくりについて，福
祉・保健・医療・教育等の関係者による協議の場を
設置し，検討します。
　重症心身障害児等が安心して通所できる児童発達
支援事業所及び放課後等デイサービスの設置促進
をはじめ，居宅訪問型児童発達支援の実施検討や，
技術習得にかかる職員研修の受講促進に努めま
す。
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No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

52

障害や疾
病等で支
援が必要
な子どもに
対する福
祉と教育
の充実

相談・支援・
連携体制の

強化

重症心身
障害児・
医療的ケ
ア児への
支援の仕
組みづく
りの検討

　（再掲４９） 181

関連機関との協
議による連携体
制づくりの検討

関係機関と連携し，保育士等の技能向上や保護者への支援を実
施していく。
自立支援協議会児童部会において，放課後支援等について協議
を重ねていく。

182

早期からの教育
相談・支援体制
構築（就学支援
シート）

幼稚園・保育園向けの事業説明会を開催するなど，関係団体と
の連携を深め，全ての幼稚園・保育園で実施していく。

183

早期発見・早期
支援

乳幼児健康診査マニュアルを基に支援が必要な児，親子を早期
発見・早期支援できるよう努める。また，健診未来所者を把握し，
勧奨に努める。

184

就学前児童等の
支援

民間保育施設において，より積極的な受入れが行われるよう制
度周知などにより働きかけるとともに，保育園の障害児保育のノ
ウハウ蓄積のために，研修等を実施していく。

185

就学後児童等の
支援

早期支援できるよう情報発信を強化し，児童館や学童保育所に
おける障害のある児童の利用促進に努める。

186

54

　早期発見・早期支援はもとより，幼稚園，保育園
（所）等における受入の推進，小中学校・学童クラブ
におけるきめ細かな支援，更には，家族支援や切れ
目のない支援体制の確立等，「京都市未来こどもは
ぐくみプラン」に掲げたすべての施策を着実に推進
し，これまで以上に，成長や発達の段階において，き
め細かな支援が切れ目なく実施できるよう，平成３０
年度に子ども，若者に関する審議会を一体化して設
置予定の「京都市はぐくみ推進審議会(仮)」において
も進捗状況を報告し，意見を求めるなど，両プランが
連携した取組を推進していきます。

「京都市
未来こど
もはぐくみ
プラン」と
連携した
取組の推
進

相談・支援・
連携体制の

強化

障害や疾
病等で支
援が必要
な子どもに
対する福
祉と教育
の充実

53

障害や疾
病等で支
援が必要
な子どもに
対する福
祉と教育
の充実

相談・支援・
連携体制の

強化

教育と福
祉の連携
による切
れ目のな
い取組の
推進

　 障害のある子どもが通所している保育園（所）・幼
稚園等と児童発達支援センター等との連携や，放課
後等デイサービス，タイムケア事業所と児童館，学校
との連携等，就学前・就学後を通じて関係機関の連
携が図られるよう，仕組みづくりを行います。
　障害のある子どもが，集団生活を通じて社会で生
活する力等を身につけられるよう，引き続き保育園
（所）・幼稚園等における受入体制の充実・確保を行
うとともに，放課後や長期休業中も安心して過ごせる
よう，学童保育所や児童館，放課後まなび教室等に
おける支援の充実を図り，地域の中での子どもの居
場所づくりや療育を推進します。また，障害のある子
どもを育てる保護者への支援にも取り組みます。
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No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

早期からの教育
相談・支援体制
構築（就学支援
シート）

幼稚園・保育園向けの事業説明会を開催など，関係団体との連
携を深め，全ての幼稚園・保育園で実施していく。

187

障害のある子ど
もたちの教育の
啓発，早期から
の教育相談・情
報提供の実施

子どもと保護者の願いと教育的ニーズを踏まえたきめ細かい就
学相談に取り組む。

188

就学支援委員会
の運営

就学支援委員会を設置し，障害があると思われる就学予定者及
び障害のある児童生徒の適切な就学先に関し，教育長の諮問に
応じて調査審議する。

189

医師等の専門家
チーム「学校サ
ポートチーム」に
よる支援の充実

「学校サポートチーム」によるLD等発達障害のある児童生徒への
支援の充実を図る。

190

障害のある子ど
もと障害のない
子どもの交流・共
同学習の推進

交流・共同学習を推進するとともに,内容の充実を図る。 191

55

障害や疾
病等で支
援が必要
な子どもに
対する福
祉と教育
の充実

一人一人の
ニーズに応
じた教育の

推進

インク
ルーシブ
教育の理
念に基づ
く総合的
な支援

　障害のある子どももない子どもも共に学ぶインク
ルーシブ教育の理念に基づき，子どもや保護者の願
いと教育的ニーズに応じた就学相談を行うとともに，
地域の学校で学びたいという保護者の要望に応え，
引き続き，対象が一人であっても，必要な小学校・中
学校及び義務教育学校にはすべて育成学級を設置
するとともに，普通学級において，すべての子どもた
ちにとってわかりやすい授業・学習環境づくりを目指
すユニバーサルデザインや合理的配慮の取組の充
実を図ります。また，家庭や地域の理解を得ながら，
同じ地域や同じクラスの仲間として共に学び，支えあ
えるような交流・共同学習をさらに推進します。
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No
. 施策目標 施策体系 施策 施策の内容

通し
番号

３０年度事業予定

個別の包括支援
プランの推進

各総合支援学校において，障害のある子どもの「生きる力」と「保
護者への生涯にわたる支援」を目的とした個別の包括支援プラン
を作成する。

192

個別の指導計画
の推進

個別の指導計画に基づく指導を推進する。また，障害者差別解
消法の施行を踏まえ，指導計画に合理的配慮欄を追加した改定
を実施する。

193

総合育成支援員
の配置，総合育
成支援教育ボラ
ンティアの養成，
活用

総合育成教育ボランティア養成講座を開催し，市立学校でのボラ
ンティア活動を促進する。

194

LD等通級指導教
室による指導の
充実

通級指導教室による指導の充実を図る。 195

医師等の専門家
チーム「学校サ
ポートチーム」に
よる支援の充実

「学校サポートチーム」によるLD等発達障害のある児童生徒への
支援の充実を図る。

196

教職員への職務
別・課題別研修
(随時実施）

197

総合支援学校の
増改築（北総合・
西総合）

198

一人一人
のニーズ
に応じた
教育の実
施

　自立と社会参加を目指して一人一人のニーズに応
じたきめ細やかな支援を行うために，総合支援学校
や育成学級，普通学級における通級指導教室をはじ
めとする多様な学びの場，総合育成支援員やスクー
ルカウンセラー，スクールソーシャルワーカー，看護
師等の専門家及びＩＣＴ技術の活用も含めた支援体
制の充実を図るとともに，就学前施設からの「就学支
援シート」の活用や，「個別の指導計画」・「個別の包
括支援プラン」の作成，校種間連携による引継ぎを
行い，保育園（所）・幼稚園等から高等学校卒業後の
進路を見据えた切れ目のない支援を福祉・医療・保
健等の関係機関とも連携して推進します。

集合研修の充実を図るとともに，校園内での研修等で活用できる
動画コンテンツの充実を図り，更なる研修機会の拡充を図る。

56

障害や疾
病等で支
援が必要
な子どもに
対する福
祉と教育
の充実

一人一人の
ニーズに応
じた教育の

推進
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